
                                  

 

福島県環境創造センター（仮称）整備事業              

               １１，３３７百万円【24年度補正】 

 

総合環境政策局総務課環境研究技術室 

 

１．事業の必要性・概要 

  平成２４年３月に成立した福島復興再生特別措置法に基づき、原子力災

害からの福島の復興及び再生に関する施策の総合的な推進を図るための基

本的な方針を定めた「福島復興再生基本方針（以下「基本方針」という。）

が、２４年７月に閣議決定されたところ。 

    基本方針においては、国は、除染技術の開発や技術的助言を行うととも

に、放射性物質の環境中での動態、生態系影響等の解明を推進し、将来に

わたり安心して暮らせる環境を創造するための拠点として、福島県が設置

する福島県環境創造センター（仮称）の運営等をサポートすることとして

いる。 

福島県においても平成２４年１０月に「福島県環境創造センター（仮称）

基本構想」を取りまとめ、整備に向けた準備を進めているところであり、

本事業では福島県が設置する「福島県環境創造センター（仮称）」の整備

を支援する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

文部科学省が平成２３年度補正予算に計上した「福島県環境創造センター

（仮称）」を置くための福島県原子力災害等復興基金８０億に、施設整備費、

運営費、研究費を上乗せするための補助金を交付する。 

完成後は、同センターにおいて、環境放射能等のモニタリング、除汚技術、

汚染廃棄物・土壌等の処理技術の評価・開発、環境中での動態解明、生態系影

響等の解明のための研究を行い、情報発信・提供等を行う。 

 

３．施策の効果 

放射性物質の環境中の動態解明、放射性物質により汚染された廃棄物・土壌

等の処理・処分技術の評価・開発等、さらなる研究開発の推進を通じて、福島

において子どもや親たちをはじめとする住民が安全に安心して生活する環境を

回復する。 

  また、地元の住民が安心して豊かな生活を営める環境を実現する等のための

新たな産業の創出等に寄与する。 



福島県環境創造センター（仮称）整備事業

福島復興再生特別措置法
福島復興再生基本方針（平成２４年７月閣議決定）

○ 放射線の人体への影響等に関する研究及び開発
○ 福島における各種研究開発・産業創造等の拠点の整備

経 緯経 緯

① 環境放射能等のモニタリング

② 調査・研究

④ 教育・研修・交流

③ 情報収集・発信

・環境放射能モニタリングデータの収集・発信
・放射線・除染や農林水産物の安全性データの収集・発信

・環境放射能に関する学習活動の実施・支援・人材育成・技術研修
・国内外の研究者、研究機関等との連携

福島県環境創造センター（仮称） 基本構想 （平成24年10月福島県）

・一般環境中の放射性物質の除染技術・動態解明研究
・汚染廃棄物・土壌等の処理処分技術等の開発

・きめ細かな環境放射能モニタリング、データの一元管理・解析等

以下の４つの機能を、Ａ施設（田村郡三春町）、Ｂ施設（南相馬市）の
２カ所に分散して立地

『(独）国立環境研究所』

『（独）日本原子力研究
開発機構（ＪＡＥＡ）』

『国際原子力機関（ＩＡＥ
Ａ）』

等の国の研究機関・国
際機関を招致

福島県原子力災害等復興基金へ追加 １１３億円
【平成２４年度補正予算】

福島県の要望を受け、

【平成２３年度第３次
補正予算】

福島県の要望を受け、
文部科学省において
福島県環境創造セン
ター(仮称）整備費と
して、福島県原子力
災害等復興基金
８０億円を計上

福島県へ交付

H24年度補正予算額 11,337百万円
交付先 福島県（定額）



福島県環境創造センター（仮称）基本構想の概要について
平成２４年１０月２９日

福 島 県 公 表 資 料 よ り

１ 機能
①モニタリング ②調査・研究 ③情報収集・発信 ④教育・研修・交流

２ 施設概要
○ 敷地面積：８ｈａのうち４ｈａ程度
○ 延床面積：１６，０００㎡程度
○ 鉄筋コンクリート２階建 ３棟
① 本本館 ５，０００㎡程度
② 研究棟 ６，０００㎡程度
③ 交流棟 ５，０００㎡程度

※ 附属施設２か所を含む

Ａ施設（田村郡三春町）

１ 基本理念

○ 放射性物質により汚染された環境を早急に回復し、県民が将来にわたり安心して暮らせる環境を創造する。

○ 国内外の研究機関と緊密な連携の下、世界に冠たる国際的研究拠点を目指す。

２ 施設の概要

田村西部工業団地

１ 機能
①原子力関連施設周辺のモニタリング
②原子力関連施設の安全監視

２ 施設概要
○ 敷地面積：３．７ｈａのうち１～２ｈａ
○ 延床面積：３，０００㎡程度
○ 鉄筋コンクリート２階建 １棟
① 本 館 ３，０００㎡程度

Ｂ施設（南相馬市）

４ 整備費用（概算）

２００億円（施設整備費１００億円＋年間運営費１０億円×１０年）＋用地取得費

※既予算は８０億円であるため、国に対し、引き続き不足分の財源措置を求めていく。

５ 運営

○ ＩＡＥＡの招致、ＪＡＥＡ、国環研との連携などにより国内外の研究機関と緊密な協力関
係を構築する。

○ 効果的、効率的な運営のため、関係者間で協議の上、中長期取組方針や年次計画を
策定するとともに、策定に当たっては県民や地元自治体等のニーズを適切に反映させる。

○ 本年中に有識者からなる協議の場を設置し、具体的な運営の在り方などの検討を開
始する。

３ 整備スケジュール

線量の区分
（年間相当値）

１．０ｍSv未満

１．０ｍSv～

主に２０ｍＳｖ～

萱浜ニュースポーツ広場


